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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトは7年間の研究期間で実施され、制度分析、人権規範、経営規
範、環境規範、データ分析の5つのグループによって進められました。研究成果は国際学会や国際ジャーナル、
他の学術書で発表されました。研究により、国連グローバルコンパクト（UNGC）やSDGsなどの国連の規範との関
連性や相互作用が明らかになり、UNGCにおける目標指向型ガバナンスの影響も確認されました。また、データ分
析によって企業の行動における環境規範の影響も明確化されました。新型コロナウイルスの影響にもかかわら
ず、本研究プロジェクトは期待される成果を上げることができました。

研究成果の概要（英文）：This research project was conducted over a period of 7 years and was carried
 out by five groups: institutional analysis, human rights norms, management norms, environmental 
norms, and data analysis. The research findings were presented at international conferences, 
published in international journals and other academic books. The study revealed the relevance and 
interactions between United Nations norms such as the United Nations Global Compact (UNGC) and the 
Sustainable Development Goals (SDGs). The impact of goal-oriented governance, similar to the SDGs, 
was also identified within the UNGC. Furthermore, data analysis clarified the influence of 
environmental norms on corporate behavior. Despite the challenges posed by the COVID-19 pandemic, 
this research project achieved the expected outcomes.

研究分野： 国際関係論

キーワード： 国連グローバルコンパクト　企業の社会的責任　CSR　SDGs　環境

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は、国連のCSR規範（UNGC）と持続可能な開発目標（SDGs）との関連性や相互作用を明ら
かにしたことである。また、環境規範の影響や環境配慮の重要性を示したことで、企業や組織が持続可能性戦略
を策定する際に具体的なガイドラインを提供することが可能となる。社会的な意義としては、企業や政府、国際
機関など他の専門家との協力を促進し、持続可能な社会の実現に貢献することが期待される。このように、本研
究は理論的な洞察と知識の発展に貢献し、企業や政策立案者に対して具体的なガイドラインを提供することで、
より持続可能な社会の実現に寄与するポテンシャルを示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代以降、途上国における多国籍企業の環境破壊、労働搾取、児童労働等が問題化し、

グローバル・ ガバナンスの中でのビジネス規範の在り方が焦点化されてきた。それに伴って「企

業の社会的責任(CSR)」 概念も「不正を行わない」程度の消極的意味合いから、積極的に「社会

貢献」を含意するものへと変化し、グロ ーバル・ガバナンスの役割も企業を規制、監視すると

いう視座から(規制アプローチ)、企業と協働して社会的 責任を共有する視座(学習アプローチ)へ

と変容している。こうしたグローバルな CSR の規範化のひとつの画期 が 2000 年に発足した

国連 GC であり、現在 8,000 の企業と 4,000 の団体が国連 GC に登録している。 しかし規範

は突然形成されるわけではなく、他の(先行)規範群と対立・競合関係におかれながら付帯・定 着・

変容していく。規範の形成は、当該規範が他の先行規範と競合し、それらを凌駕・定着化する過

程である (規範の競合)。同時に、新規範は旧規範を必ずしも克服、代替するとは限らず、新旧の

規範を接合・折衷させ る形で新しい規範が形成されることもありうる(規範の複合化)。このよう

な視点から、国連 GC と他のグローバル CSR 規範を比較検討し、どのような過程で規範の競

合・複合化が進行し、グローバル CSR レジームが形成され ているのかを詳らかにすることは

グローバル規範の研究において大きな意義が認められる。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、国連グローバルコンパクトを中心にグローバル CSR（企業の社会的責任）

規範の形成過程を分析し、その意義と限界を明らかにすることである。具体的には、政治学、法

学、経済学、経営学、社会学、環境学、情報工学などの視点から CSR 規範の形成を総合的に考

察し、人権・環境・経営の各指標に分けて競合・複合化を分析し、規制/学習アプローチの評価と

妥当性の検証、実際の企業実践の考察を行った。さらに、各指標と企業の CSR 報告書や国連グ

ローバル・コンパクトの進捗報告書との整合性をテキストマイニングを用いて精査した。この研

究により、国際規範の比較や規範の競合・複合化の分析、企業の実践の考察などを行うことがで

き、グローバル CSR 規範の形成に関する知見を提供することができた。 

 

３．研究の方法 

①国連グローバルコンパクトと他のグローバル CSR 関連規範を比較検討する。 

②CSR 規範の競合・複合化を人権・環境・経営の各指標別に質的・量的に分析する。 

③CSR 規範における規制アプローチと学習アプローチの妥当性を各指標別に考察する。 

④企業の実践をテキストマイニングを用いて分析し、CSR 行動の動機や企業価値への影響を検討する。 

⑤上記の検討を踏まえて、企業向けと国際機関・国家向けの CSR ガイドラインを策定する。 

⑥研究成果を学会発表や学術誌への投稿、研究叢書の出版を通じて公表する。 

⑦アウトリーチ活動として、ワークショップを開催して研究成果を一般市民や企業に広く伝える。 

 

以上の方法を適用し、グローバル CSR レジームの形成と効果についての詳細な分析を行い、実効性の

高い CSR 規範の構築を行いました。 

 

４．研究成果 
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